
 

 

 

 

 

令和２年７月豪雨による被災自治体に対する 

「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画」の

適用決定について 
 

指定都市市長会（会長：林 文子 横浜市長）は、令和２年７月豪雨による被災自治体に対す

る「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画」の適用を決定しました。 

指定都市市長会事務局に指定都市市長会会長を本部長とする中央支援本部を設置し、国の「被

災市区町村応援職員確保システム」のもと、関係機関と緊密に連携し、被災自治体への対口支援

（カウンターパート）方式による支援を行ってまいります。 

 

１ 広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画 

（１）行動計画適用日 

   令和２年７月８日（水） 

（２）体制 

  ア 中央支援本部：本部長  指定都市市長会会長（横浜市長） 

副本部長 指定都市市長会災害対策委員長（熊本市長） 

※中央支援本部は、指定都市市長会事務局に設置します。 

  イ 現地支援本部設置市：福岡市 

（３）対口支援の状況（令和２年７月９日（木）現在） 
対口支援 

団体 

被災自治体 

(対口支援先) 

支援 

決定日 
派遣時期 その他 

神戸市 

八代市(熊本県) 

7/8 7/11～(予定)  

岡山市 7/8 7/11～(予定)  

福岡市 7/8 (調整中) 7/4～総括支援チーム派遣 

広島市 
人吉市(熊本県) 

7/8 7/11～(予定)  

熊本市 7/8 7/11～(予定) 7/4～総括支援チーム派遣 

 
２ 被災市区町村応援職員確保システムに基づく職員派遣 

  以下のとおり、総括支援チームを派遣しています。 

派遣元 被災自治体 
(派遣先) 

支援 
決定日 派遣時期 

北九州市 水俣市(熊本県) 7/7 7/8～ 

 
 
【参考】 

（１）広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画について 

広域・大規模災害の発生当初において、緊急の支援が必要とされる応急・復旧期を中心に、基礎

自治体として総合力を有する指定都市が緊密に連携を図り、被災地支援に取り組むことを目的に平

成 25 年 12 月に策定されたものです。 

（２）被災市区町村応援職員確保システム 別紙１について 

大規模災害発生時に全国の地方公共団体の人的資源を最大限に活用して被災市区町村を支援する

ための全国一元的な応援職員派遣の仕組みを定めたものです。 

お問合せ先 

政策局大都市制度推進課長 高橋 佐織 Tel 045-671-4323 

総務局危機管理課長    檜山 明子 Tel 045-671-2062 

令 和 ２ 年 ７ 月 ９ 日 
政策局大都市制度推進課 
総 務 局 危 機 管 理 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

（※指定都市市長会同時発表） 
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